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◇入居継続支援加算 

(1) 入居継続支援加算（Ⅰ） ３６単位／日 

(2) 入居継続支援加算（Ⅱ） ２２単位／日 

 

○ サービス提供体制強化加算を算定している場合においては、算定しない。 

 

厚生労働大臣が定める基準  

(1)入居継続支援加算（Ⅰ）  

① 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１条各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合が入居

者の 100分の 15以上であること。  

② 介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入居者の数が６又はその端数を増すごとに１以上であること。 

ただし、次に掲げる基準のいずれにも適合する場合は、介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入居者の

数が７又はその端数を増すごとに１以上であること。  

イ 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器(以下「介護機器」という。)を複数 

 種類使用していること。  

ロ 介護機器の使用に当たり、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、ア 

 セスメント(入居者の心身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むことができるように支援する上 

 で解決すべき課題を把握することをいう。)及び入居者の身体の状況等の評価を行い、職員の配置の 

 状況等の見直しを行っていること。  

ハ 介護機器を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する次に掲げる 

 事項を実施し、かつ、介護機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、介護職員、看護職 

 員、介護支援専門員その他の職種の者と共同して、当該委員会において必要な検討等を行い、及び当 

 該事項の実施を定期的に確認すること。  

  ａ 入居者の安全及びケアの質の確保 

  ｂ 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

  ｃ 介護機器の定期的な点検 

  ｄ 介護機器を安全かつ有効に活用するための職員研修  

③ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定

方法（平成 12 年厚生省告示第 27 号）第５号及び第９号に規定する基準のいずれにも適合していな

いこと。（※人員基準欠如に該当していないこと。）  

 

(2)入居継続支援加算（Ⅱ） 

① 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１条各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合が入居

者の 100分の５以上であること。  

② 加算Ⅰ②及び③に該当するものであること。 
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居宅算定基準留意事項 

① 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和 62 年厚生省令第 49 号）第１条各号に掲げる行為を

必要とする者の占める割合については、届出日の属する月の前４月から前々月までの３月間のそれぞ

れの末日時点の割合の平均について算出すること。また、届出を行った月以降においても、毎月におい

て前４月から前々月までの３月間のこれらの割合がそれぞれ所定の割合以上であることが必要であ

る。これらの割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに

訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならない。  

 

② 当該加算の算定を行うために必要となる介護福祉士の員数を算出する際の利用者数については、第

２の１(５)②〔人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について〕を準用すること。また、

介護福祉士の員数については、届出日の属する月の前３月間における員数の平均を、常勤換算方法を用

いて算出した値が、必要な人数を満たすものでなければならない。さらに、届出を行った月以降におい

ても、毎月において直近３月間の介護福祉士の員数が必要な員数を満たしていることが必要であり、必

要な人数を満たさなくなった場合は、直ちに訪問通所サービス通知１の５の届出を提出しなければな

らない。 

 

③ 当該加算を算定する場合にあっては、サービス提供体制強化加算は算定できない。  

 

④ 必要となる介護福祉士の数が常勤換算方法で入居者の数が７又はその端数を増すごとに１以上であ

る場合においては、次の要件を満たすこと。  

イ 「業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器を複数種類使用」とは、以下に掲 

 げる介護機器を使用することであり、少なくともａからｃまでに掲げる介護機器は使用することと 

 する。その際、ａの機器は全ての居室に設置し、ｂの機器は全ての介護職員が使用すること。  

 ａ 見守り機器   ｂ インカム等の職員間の連絡調整の迅速化に資するＩＣＴ機器  

 ｃ 介護記録ソフトウェアやスマートフォン等の介護記録の作成の効率化に資するＩＣＴ機器 

 ｄ 移乗支援機器   ｅ その他業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器  

 介護機器の選定にあたっては、事業所の現状の把握及び業務面において抱えている課題の洗い出し

を行い、業務内容を整理し、従業者それぞれの担うべき業務内容及び介護機器の活用方法を明確化した

上で、洗い出した課題の解決のために必要な種類の介護機器を選定すること。  

ロ 介護機器の使用により業務効率化が図られた際、その効率化された時間は、ケアの質の向上及び職 

 員の負担の軽減に資する取組に充てること。  

  ケアの質の向上への取組については、幅広い職種の者が共同して、見守り機器やバイタルサイン等 

 の情報を通じて得られる入居者の記録情報等を参考にしながら、適切なアセスメントや入居者の身 

 体の状況等の評価等を行い、必要に応じ、業務体制を見直すこと。  

ハ 「介護機器を安全かつ有効に活用するための委員会」（以下「介護機器活用委員会」という。）は３ 

 月に１回以上行うこと。介護機器活用委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの 

 とする。なお、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な 
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 取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等 

 に対応していること。 また、介護機器活用委員会には、管理者だけでなく実際にケアを行う職員を 

 含む幅広い職種や役割の者が参画するものとし、実際にケアを行う職員の意見を尊重するよう努め 

 ることとする。  

ニ 「入居者の安全及びケアの質の確保」に関する事項を実施すること。具体的には次の事項等の実施 

 により利用者の安全及びケアの質の確保を行うこととする。  

 ａ 介護機器から得られる睡眠状態やバイタルサイン等の情報を入居者の状態把握に活用すること。 

 ｂ  介護機器の使用に起因する施設内で発生したヒヤリ・ハット事例等の状況を把握し、その原因を 

  分析して再発の防止策を検討すること。  

ホ 「職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮」に関する事項を実施すること。具体的には、実際にケ 

 アを行う介護福祉士を含めた介護職員に対してアンケートやヒアリング等を行い、介護機器の導入 

 後における次の事項等を確認し、人員配置の検討等が行われていること。 

 ａ ストレスや体調不安等、職員の心身の負担が増えていないかどうか 

 ｂ １日の勤務の中で、職員の負担が過度に増えている時間帯がないかどうか 

 ｃ 休憩時間及び時間外勤務等の状況  

ヘ 日々の業務の中で予め時間を定めて介護機器の不具合がないことを確認する等のチェックを行う 

 仕組みを設けること。また、介護機器のメーカーと連携し、定期的に点検を行うこと。  

ト 介護機器の使用方法の講習やヒヤリ・ハット事例等の周知、その事例を通じた再発防止策の実習等 

 を含む職員研修を定期的に行うこと。この場合の要件で入居継続支援加算を取得する場合において 

 は、３月以上の試行期間を設けることとする。入居者の安全及びケアの質の確保を前提にしつつ、試 

 行期間中から介護機器活用委員会を設置し、当該委員会において、介護機器の使用後の人員体制とそ 

 の際の職員の負担のバランスに配慮しながら、介護機器の使用にあたり必要な人員体制等を検討し、 

 安全体制及びケアの質の確保、職員の負担軽減が図られていることを確認した上で、届出をするこ 

 と。なお、試行期間中においては、通常の入居継続支援加算の要件を満たすこととする。  

  届出にあたり、都道府県等が当該委員会における検討状況を確認できるよう、当該委員会の議事概 

 要を提出すること。また、介護施設のテクノロジー活用に関して、厚生労働省が行うケアの質や職員 

 の負担への影響に関する調査・検証等への協力に努めること。 

 

令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.３） 

問 81 介護機器を使用した業務効率化のイメージ如何。  

答 81  

・例えば、以下の取組が考えられる。  

 － 見守り機器を使用して常時見守りが可能となることによって、ケアが必要な入居者等への直接処遇 

の時間を増やすことができる。  

 － インカムを使用して職員間の連絡調整に要する時間を効率化させる。  

 － バイタル情報等を介護記録システムに自動連携させることによって、記録作成業務に要する時間を 

効率化させる。  
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 － 入居者等の移乗支援にあたり、移乗支援機器を使用することによって、対応する職員の人数を省人 

化させる。  

・また、「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン（パイロット事業改訂版）」 

（厚生労働省老健局・令和２年３月発行）において、業務改善の取組の考え方や手順等をまとめているの

で参考とされたい。  

 

問 82 入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算について、介護機器を使用する場合の介護福祉士の

配置要件の中で、「介護職員全員」がインカム等を使用することとされているが、介護福祉士の資格を

有する介護職員のみが対象となるのか。  

答 82 介護福祉士の資格を有していない介護職員も対象に含まれる。  

 

問 85 入居継続支援加算の要件のうち、たんの吸引等を必要とする入居者実績を計測する対象期間が変

更となっているが、具体的にはどのような範囲の実績を求めるものとなるのか。  

答 85 

・これまでは、届出日の属する月の前３ヶ月としていたところ、届出業務負担軽減等の観点から、届出日

の属する前４月から前々月までの３ヶ月の実績とし変更しているため、以下の例示のとおりとなる。  

・なお、変更があった場合の対象期間も同様の取扱いとする。  

 ＜例＞届出日が７月１日の場合  

   ・変更前：４，５，６月の実績の平均  

   ・変更後：３，４，５月の実績の平均  

 

◇生活機能向上連携加算 

(1) 生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位／月  

※個別機能訓練加算を算定している場合は算定しない  

(2) 生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位／月  

※個別機能訓練加算を算定している場合は１００単位／月 

 

○ 外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合

には、(1)については、利用者の急性憎悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に

１回を限度として、１月につき、(2)については１月につき所定単位数に加算する。 

 

厚生労働大臣が定める基準  

(1)生活機能向上連携加算（Ⅰ）  

①指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを

実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この加算において

「理学療法士等」という。）の助言に基づき、当該指定特定施設の機能訓練指導員等が共同して利用者
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の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。  

② 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を

準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。  

③ ①の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、利用者又はその

家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内容の見直

し等を行っていること。  

 

(2)生活機能向上連携加算（Ⅱ）  

① 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーション

を実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定特定施設を訪問し、当該施設の機能訓練指導

員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。  

② 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を

準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。  

③ ①の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、利用者又はその

家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内容の見直

し等を行っていること。 

 

居宅算定基準留意事項 

(1)生活機能向上連携加算（Ⅰ）  

① 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーション

を実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が 200 床未満のもの又は当該病院を中心

とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下この加算において同じ。）の理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この加算において「理学療法士等」という。）の助

言に基づき、当該指定特定施設入居者生活介護事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相

談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同してアセスメント、利用者の身体

の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。 

 その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助

言を行うこと。  

 この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハ

ビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施

設若しくは介護医療院であること。  

② 個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテ

ーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等は、当該利用者

のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買

物、金銭管理、服薬状況等）に関する状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リ

ハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の場において把握し、

又は、指定短期入所生活介護事業所の機能訓練指導員等と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電



7 

 

話を用いて把握した上で、当該指定特定施設入居者生活介護事業所の機能訓練指導員等に助言を行う

こと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及び

ＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等と機能訓練

指導員等で事前に方法等を調整するものとする。  

③ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなければなら

ない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支援専門員の意見も

踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能

な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を短期入所生

活介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができる

ものとすること。  

④ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を

準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供しているこ

と。  

⑤ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・ 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその家族及び

理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に応じて当該利用者又は

その家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓

練内容の変更など適切な対応を行うこと。  

・ 理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに１回以上、個別機能訓練の進捗状況等につ

いて評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を

含む。）や進捗状況等を説明していること。  

 また、利用者等に対する説明は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーシ

ョンが可能な機器をいう。）を活用して行うことができるものとすること。ただし、テレビ電話装置等

の活用について当該利用者等の同意を得なければならないこと。なお、個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療

情報システムの安全管理に関するガイドライン」等に対応していること。  

⑥ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業

所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。  

⑦ 当該加算は個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月に限り、算定されるもので

ある。なお、①の助言に基づき個別機能訓練計画を見直した場合には、本加算を再度算定することは可

能であるが、利用者の急性増悪等により個別機能訓練計画を見直した場合を除き、個別機能訓練計画に

基づき個別機能訓練を提供した初回の月の翌月及び翌々月は本加算を算定しない。  

 

(2)生活機能向上連携加算（Ⅱ）  

① 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーション

を実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定特定施設入居者生活介護事業所を訪問し、当

該事業所の機能訓練指導員等と共同して、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成

を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の
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工夫等に関する助言を行うこと。  

 この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハ

ビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施

設若しくは介護医療院であること。  

② 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について  

・ 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその家族及び

理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に応じて当該利用者又は

その家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓

練内容の変更など適切な対応を行うこと。  

・ 理学療法士等は、３月ごとに１回以上指定特定施設入居者生活介護事業所を訪問し、機能訓練指導員

等と共同で個別機能訓練の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が、利用者又はその家

族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記録するとともに、必要に

応じて訓練内容の見直し等を行うこと。  

③ 加算Ⅰ③、④及び⑥によること。なお、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練

計画を作成する必要はないこと。 

 

◇個別機能訓練加算 

(1) 個別機能訓練加算（Ⅰ）   １２単位／日  

(2) 個別機能訓練加算（Ⅱ）   ２０単位／月  

  

○ 加算Ⅰを算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、

機能訓練の実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活

用した場合に加算Ⅱを算定できる。  

 

居宅算定基準留意事項 

⑥ 厚生労働省への情報の提出については、「科学的介護情報システム（Long-term care Information 

system For Evidence）」（以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情

報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並

びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16日老老発 0316第４号）を参照され

たい。  

 サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の

状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do)、当該実

施内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイク

ル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適

宜活用されるものである。 
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◇ＡＤＬ維持等加算 

(1) ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）   ３０単位／月  

(2) ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）   ６０単位／月  

  

 ○ 評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月から 12月以内

の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数に加算する。  

 

厚生労働大臣が定める基準 

(1)ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）  

① 評価対象者(当該事業所又は当該施設の利用期間(評価対象利用期間)が６月を超える者をいう。以下

この加算において同じ。)の総数が 10人以上であること。  

② 評価対象者全員について、評価対象利用期間の初月(評価対象利用開始月)と、当該月の翌月から起算

して６月目(６月目にサービスの利用がない場合については当該サービスの利用があった最終の月)に

おいて ADLを評価し、その評価に基づく値(ADL値)を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働

省に当該測定を提出していること。  

③ 評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定した ADL 値から評価対象

利用開始月に測定した ADL 値を控除して得た値を用いて一定の基準に基づき算出した値(ADL 利得

という。)の平均値が１以上であること。  

 

(2)ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）  

① 加算Ⅰ①及び②の基準に適合するものであること。  

② 評価対象者の ADL利得の平均値が２以上であること。 

 

居宅算定基準留意事項 

① ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Indexを用いて行うものとする。  

② 大臣基準告示第 16 号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて行う

こととする。  

③ 大臣基準告示第 16 号の２イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評価対象利用開始月の翌月から起

算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た

値に、次の表の左欄に掲げる者に係る同表の中欄の評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値に応じて

それぞれ同表の右欄に掲げる値を加えた値を平均して得た値とする。  
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④ ③においてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の多い順に、上位

100 分の 10 に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。）及び下位 100分の 10に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。）を除く利用者（以下この加算において「評価対象利用者」という。）とする。  

⑤ 他の施設や事業所が提供するリハビリテーションを併用している利用者については、リハビリテー

ションを提供している当該他の施設や事業所と連携してサービスを実施している場合に限り、ＡＤＬ

利得の評価対象利用者に含めるものとする。  

⑥ 令和３年度については、評価対象期間において次のイからハまでの要件を満たしている場合に、評

価対象期間の満了日の属する月の翌月から 12 月（令和３年４月１日までに指定居宅サービス介護給

付費単位数表の特定施設入居者生活介護費のイの注８に掲げる基準（以下この加算において「基準」と

いう。）に適合しているものとして都道府県知事に届出を行う場合にあっては、令和３年度内）に限り、

ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定できることとする。  

イ 大臣基準告示第 16号の２イ⑴、⑵及び⑶並びにロ⑵の基準（イ⑵については、厚生労働省への提 

 出を除く。）を満たすことを示す書類を保存していること。  

ロ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情 

 報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方 

 並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。  

  サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者 

 の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do)、当 

 該実施内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連の 

 サイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。  

  提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、 

 適宜活用されるものである。  

ハ ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)の算定を開始しようとする月の末日までに、ＬＩＦＥを用いてＡＤ 

 Ｌ利得に係る基準を満たすことを確認すること。  

⑦ 令和３年度の評価対象期間は、加算の算定を開始する月の前年の同月から 12 月後までの１年間と

する。ただし、令和３年４月１日までに算定基準に適合しているものとして都道府県知事に届出を行う

場合については、次のいずれかの期間を評価対象期間とすることができる。  
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イ 令和２年４月から令和３年３月までの期間 

ロ 令和２年１月から令和２年 12月までの期間  

⑧ 令和４年度以降に加算を算定する場合であって、加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合し

ているものとして都道府県知事に届け出ている場合には、届出の日から 12 月後までの期間を評価対

象期間とする。 

 

令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.３） 

問 34 ＬＩＦＥを用いた Barthel Indexの提出は、合計値でよいのか。  

答 34 令和３年度にＡＤＬ維持等加算を算定する場合に、ＬＩＦＥを用いて提出する Barthel Index は

合計値でよいが、令和４年度以降にＡＤＬ維持等加算を算定することを目的として、Barthel Indexを

提出する場合は、項目ごとの値を提出する必要がある。  

 

問 35 事業所又は施設において、評価対象利用期間が６月を超えるとは、どのような意味か。  

答 35 サービスの利用に当たり、６月以上のサービス提供に係る計画を策定し、支援を行っていた場合

において、計画期間の途中で当該サービスを利用していない月があったとしても、当該月を除いて６月

以上利用していれば評価対象者に含まれる。 

  

問 36 これまでＡＤＬ維持等加算を算定していなかった事業所又は施設が、令和３年度又は令和４年度

に新たに算定をしようとする場合の届出は、どのように行うのか。  

答 36  

・ 令和３年度に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開始しようとする月の前月までに、介護

給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２あり」と届

出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しようとする月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利

得に係る基準を満たすことを確認し、加算の請求届出を行うこと。  

・ 令和４年度以降に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開始しようとする月の前年同月に、

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」

と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しようとする月の末日までに 、ＬＩＦＥ上でＡ

ＤＬ利得に係る基準を満たすことを確認し、加算の請求届出を行うこと。  

・ なお、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」と届け出たが、ＬＩＦＥでの確認

の結果、ＡＤＬ利得に係る基準を満たさなかった場合に、今後、ＡＤＬ維持等加算を算定する意思がな

ければ、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、届出を「１ なし」に変更すること。  

 

問 37 これまでは、初めてＡＤＬ維持等加算を算定しようとする事業所は、前年度に「ＡＤＬ維持等加

算［申出］の有無」の届出を指定権者に届け出る必要があった が、これに変更はあるのか。 

答 37 令和３年度については、算定を開始しようとする月の前月までに申出を行うこと。令和４年度以

降に算定を開始しようとする場合は、当該算定を開始しようとする月の前年同月に届出を行うこと。 
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問 38 これまでＡＤＬ維持等加算の算定事業所は、国保連合会からの審査結果を踏まえて決定されてい

たが、このフローはどうなるのか。  

答 38 各事業者がＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得が基準を満たすかどうかを確認するため、従来のような

国保連合会からの審査結果は送付されない。  

 

問 39 これまでは評価対象利用開始月と、当該月から起算して６月目の値で評価していたが、今回の改

正で評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目となったのは、後の月が１月ずれたということか。  

答 39 貴見のとおり。  

 

問 40 令和２年度のＡＤＬ値を遡って入力する際に、過去分のＡＤＬ値については評価者がリハビリ担

当者や介護職であり、一定の研修を受けていないが問題ないか。  

答 40 令和２年度分のＡＤＬ値については、適切に評価されていると事業所又は施設が考える値であれ

ば問題ない。令和３年度以降のＡＤＬ値は、一定の研修を受けた者が測定するものとする。  

 

問 41 同一施設内で予防サービスも行っている。要支援から要介護になった方の評価期間はどうなるの

か。  

答 41 要支援から要介護になった方については、要介護になった初月が評価対象利用開始月となる。  

 

問 42 指定権者で「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支

援）」をどのように記載すればよいか。  

（答）ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定しようとする事業所又は施設は、介護給付費算定に係る

体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を「２ あり」、「ＡＤＬ維持等加算Ⅲ」を「１ 

なし」とする。  

 

令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.５） 

問５ ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index（以下「ＢＩ」という。）を用いて

行うとあるが、「一定の研修」とはなにか。  

答５  

・ 一定の研修とは、様々な主体によって実施されるＢＩの測定方法に係る研修を受講することや、厚 

生  労  働  省  に  お  い  て  作  成  予  定  の  Ｂ  Ｉ  に  関  す  る  マ  ニ  ュ  ア  ル

（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html）及びＢＩの測定についての

動画等を用いて、ＢＩの測定方法を学習することなどが考えられる。  

・ また、事業所は、ＢＩによる評価を行う職員を、外部・内部の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

から指導を受ける研修に定期的に参加させ、その参加履歴を管理することなどによりＢＩの測定につ

いて、適切な質の管理を図る必要がある。加えて、これまでＢＩによる評価を実施したことがない職員

が、はじめて評価を行う場合には、理学療法士等の同席の下で実施する等の対応を行わねばならない。  

 

令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.６） 
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問３ 令和３年度介護報酬改定により、ＡＤＬ値の測定時期は「評価対象利用開始月と当該月の翌月か

ら起算して６月目」となったが、令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定しようとする場合

においても、ＡＤＬ値の測定時期は改定後の基準に従うのか。 

答３ 令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定する場合において、令和３年４月１日までに体

制届出を行っている場合については、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定した

ＡＤＬ値を、評価対象利用開始月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値を持って代替すること

として差し支えない。  

 

◇口腔・栄養スクリーニング加算 

２０単位／回（６月に１階を限度） 

 

○ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング及び栄養状態のスクリ

ーニングを行った場合に算定可。  

○ 当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合は算

定しない。 

 

厚生労働大臣が定める基準  

① 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の口腔

の健康状態に関する情報(当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合にあっては、

その改善に必要な情報を含む。)を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。  

② 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に

関する情報(当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。)を当

該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。  

③ 人員基準欠如に該当していないこと。 

 

居宅算定基準留意事項 

① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下「口腔スクリー

ニング」という。）及び栄養状態のスクリーニングは、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環

として行われることに留意すること。  

② 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、それぞれ次に

掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 

イ 口腔スクリーニング 

 ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者 

 ｂ 入れ歯を使っている者 

 ｃ むせやすい者  

ロ 栄養スクリーニング 
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 ａ ＢＭＩが 18.5未満である者  

 ｂ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」（平成 

  18年６月９日老発第 0609001号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェックリストの 

  No.11の項目が「１」に該当する者 

 ｃ 血清アルブミン値が 3.5g/dl以下である者 

 ｄ 食事摂取量が不良（75％以下）である者 

 

◇科学的介護推進体制加算 

４０単位／月 

 

① 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係る

基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。  

② 必要に応じて特定施設サービス計画（指定居宅サービス基準第 184 条第１項に規定する特定施設

サービス計画をいう。）を見直すなど、指定特定施設入居者生活介護の提供に当たって、イに規定す

る情報その他指定特定施設入居者生活介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用してい

ること。 

 

居宅算定基準留意事項 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに要件を満たした場

合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるものであること。  

② 情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等に

ついては、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手

順及び様式例の提示について」を参照されたい。  

③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、実行

（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、質の高いサービ

スを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具体的には、次

のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加算の算

定対象とはならない。  

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するためのサービス 

 計画を作成する（Plan）。  

ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度化防止に資す 

 る介護を実施する（Do）。  

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の特性や 

 サービス提供の在り方について検証を行う（Check）。  

ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サービスの質の 

 更なる向上に努める（Action）。  
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④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、

適宜活用されるものである。 

 

令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.３） 

問 16 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれ

るが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。  

答 16  

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月において、

当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者について

情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、システムトラブル等により提出

ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出 ができなかった場合がある。 

・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項目で

ある体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事業所・施設の利用

者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。  

・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要がある。  

 

問 17 ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれる

が、情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。  

答 17 ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただくが、

ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集するものではな

い。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出自体については、利用者の

同意は必要ない。  

 

問 18 加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が

取れない場合には算定できないのか。  

答 18 加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を含む原

則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得られた利用者又は入

所者について算定が可能である。  

 

問 19 科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）、自立支援促進加算、個別機

能訓練加算（Ⅱ）、リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）ロ若しくは（Ｂ）ロ、リハビリテー

ションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業療法及び言語聴覚療法に係る加算にお

いて、Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健康増進等事業において一定の読み

替え精度について検証されているＩＣＦステージングから読み替えたものを提出してもよいか。  

答 19 ＢＩの提出については、通常、ＢＩを 評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥当性を

含め客観的に検証された指標について、測定者が、  

  － ＢＩに係る研修を受け、  
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  － ＢＩへの読み替え規則を理解し、  

  － 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確な BIを別途評価する 

等の対応を行い、提出することが必要である。  

 

令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.５） 

問４ ＬＩＦＥに提出すべき情報は「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考

え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16日老老発 0316第４号）の

各加算の様式例において示されているが、利用者又は入所者の評価等に当たっては、当該様式例を必

ず用いる必要があるのか。  

答４  

・ 「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様

式例の提示について」（令和３年３月 16日老老発 0316第４号）においてお示しをしているとお

り、評価等が算定要件において求められるものについては、それぞれの加算で求められる項目（様式

で定められた項目）についての評価等が必要である。  

・ ただし、同通知はあくまでもＬＩＦＥへの提出項目をお示ししたものであり、利用者又は入所者の

評価等において各加算における様式と同一のものを用いることを求めるものではない。  

 

令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.10） 

問２ サービス利用中に入院等の事由により、一定期間サービス利用がなかった場合について、加算の

要件である情報提出の取扱い如何。 

答２  

・ これらの加算については、算定要件として、サービスの利用を開始した日の属する月や、サービス

の提供を終了する日の属する月の翌月 10 日までに、ＬＩＦＥへの情報提出を行っていただくことと

している。  

・ 当該サービスの再開や当該施設への再入所を前提とした、短期間の入院等による 30 日未満のサー

ビス利用の中断については、当該中断の後、当該サービスの利用を再開した場合は、加算の算定要件

であるサービス利用終了時やサービス利用開始時の情報提出は必要ないものとして差し支えない。  

・ 一方、長期間の入院等により、30日以上、当該サービスの利用がない場合は、加算の算定要件で

あるサービス利用終了時の情報提出が必要であるとともに、その後、当該サービスの利用を再開した

場合は、加算の算定要件であるサービス利用開始時の情報提出が必要となる。  

 

問３ サービス利用中に利用者の死亡により、当該サービスの利用が終了した場合について、加算の要

件である情報提出の取扱い如何。  

答３ 当該利用者の死亡した月における情報を、サービス利用終了時の情報として提出する必要はある

が、死亡により、把握できない項目があった場合は、把握できた項目のみの提出でも差し支えない。  

 

◇看取り介護加算 
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(1) 看取り介護加算（Ⅰ） 

死亡日以前３１日以上４５日以下    ７２単位／日 

死亡日以前４日以上３０日以下      １４４単位／日 

死亡日の前日及び前々日            ６８０単位／日 

死亡日                          １，２８０単位／日  

(2) 看取り介護加算（Ⅱ） 

死亡日以前３１日以上４５日以下   ５７２単位／日 

死亡日以前４日以上３０日以下      ６４４単位／日 

死亡日の前日及び前々日        １，１８０単位／日 

死亡日                    １，７８０単位／日 

 

○ 夜間看護体制加算を算定していない場合は、算定しない。 

 

厚生労働大臣が定める施設基準 

(1)看取り介護加算（Ⅰ） 

① 看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説明

し、同意を得ていること。  

② 医師、生活相談員、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当該

指定特定施設における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを行うこと。  

③ 看取りに関する職員研修を行っていること。  

 

(2)看取り介護加算（Ⅱ） 

① 当該加算を算定する期間において、夜勤又は宿直を行う看護職員の数が１以上であること。 

②(1)①～③のいずれにも該当するものであること。 

 

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者  

イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。  

ロ 医師、生活相談員、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者（以下「医師等」とい

う。）が共同で作成した利用者の介護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた適当な者

から説明を受け、当該計画について同意している者であること（その家族等が説明を受けた上で、同

意している者を含む）。  

ハ 看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互の連携の

下、介護記録等利用者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を受け、同意した上で介護

を受けている者であること（その家族等が説明を受けた上で、同意している者を含む）。 

 

居宅算定基準留意事項  

⑬ 看取り介護加算(Ⅱ)を算定する場合の「夜勤又は宿直を行う看護職員の数が１以上」については、
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病院、診療所又は指定訪問看護ステーション（以下この⑬において「病院等」という。）の看護師又は

准看護師が、当該病院等の体制に支障を来すことなく、特定施設において夜勤又は宿直を行う場合につ

いても、当該特定施設の施設基準を満たすものとして差し支えない。  

また、特定施設と同一建物内に病院等が所在している場合、当該病院等の体制に支障を来すことな

く、当該病院等に勤務する看護師又は准看護師が、特定施設において夜勤又は宿直を行った場合と同等

の迅速な対応が可能な体制を確保していれば、同様に当該特定施設の施設基準を満たすものとして差し

支えない。 

 

令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.３） 

問 86 特定施設入居者生活介護における看取り介護加算（Ⅱ）は、看取り介護加算（Ⅰ）と併算定可

能か。 

答 86 夜勤又は宿直を行う看護職員が配置されている日には、看取り介護加算（Ⅱ）を、配置されて

いない日には、看取り介護加算（Ⅰ）を算定することができる。  

 

◇サービス提供体制強化加算 

(1) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  ・・・ ２２単位／日  

(2) サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  ・・・ １８単位／日  

(3) サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  ・・・   ６単位／日 

 

厚生労働大臣が定める基準 

(1)サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 次のいずれかに適合すること。ただし、(中略)介護職員の総数の算定にあっては、指定特定施設入

居者生活介護を提供する介護職員と指定介護予防特定施設入居者生活介護を提供する介護職員の合計

数によるものとする。 

イ 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上  

ロ 介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福祉士の占める割合が１００分の２５以上  

② 提供する指定特定施設入居者生活介護の質の向上に資する取組を実施していること。 

③ 人員基準欠如に該当していないこと。  

 

(2)サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

① 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の６０以上（算定にあたっては、(1)

①の規定を準用する。） 

② 人員基準欠如に該当していないこと。 

 

(3)サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

① 次のいずれかに適合すること。 （算定にあっては、(1)①の規定を準用する。） 
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イ 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上  

ロ 看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が１００分の７５以上  

ハ 特定施設入居者生活介護を入居者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占 

 める割合が１００分の３０以上  

② 人員基準欠如に該当していないこと。 

 

 

居宅算定基準留意事項 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を用

いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっては、利用者・入所者への介護業

務（計画作成等介護行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらない業務を除

く。）に従事している時間を用いても差し支えない。 

 ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含

む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算法方法により算出した平均を用い

ることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出

が可能となるものであること。  

 なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。  

② 前号のただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につ

き、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎月記録する

ものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サービス通知第一の５の届出を提

出しなければならない。  

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。  

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法人等の経営する他の介

護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務

した年数を含めることができるものとする。  

⑤ 同一の事業所において指定介護予防特定施設入居者生活介護を一体的に行っている場合において

は、本加算の計算も一体的に行うこととする。 

⑥ 指定特定施設入居者生活介護又は指定介護予防特定施設入居者生活介護を入居者に直接提供する職

員とは、生活相談員、介護職員、看護職員又は機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとす

る。  

⑥ 提供する指定特定施設入居者生活介護の質の向上に資する取組については、サービスの質の向上や

利用者の尊厳の保持を目的として、事業所として継続的に行う取組を指すものとする。  

（例）  

・ ＬＩＦＥを活用したＰＤＣＡサイクルの構築  

・ ＩＣＴ・テクノロジーの活用  

・ 高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含

めた介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化  
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・ ケアに当たり、居室の定員が２以上である場合、原則としてポータブルトイレを使用しない方針を

立てて取組を行っていること  

実施に当たっては、当該取組の意義・目的を職員に周知するとともに、適時のフォローアップや職員

間の意見交換等により、当該取組の意義・目的に則ったケアの実現に向けて継続的に取り組むものでな

ければならない。  
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★加算の届出の際は、以下ホームページを事前にご確認ください。 

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/koreisha/shinsei-henkou/taisei/ 

長崎県 HP > 組織で探す > 福祉保健部 長寿社会課 > 介護保険事業者の諸手続き 

> 加算・減算の届出について 

 

 

 

○ 添付書類一覧をご確認

の上、必要書類をご用意

ください。 

○ (1)～(3)は必ず必要な

書類です。 

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/koreisha/shinsei-henkou/taisei/

